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都市計画区域

【都市計画法の目的】

　都市計画は、農林漁業との健全な調和を図
りつつ、限られた都市空間について地域の実
情に合わせてその利用を適正に配分し、健康
で文化的な都市生活及び機能的な都市活動
を確保するために定められるものです。
　このため、一体の都市として総合的に整
備、開発および保全すべき都市計画区域を指
定し、土地利用、都市施設及び市街地開発事
業等に関する計画の策定や各種の都市計画
事業の実施等が行われているところです。
　なお、都市計画区域のうち市街化区域と市
街化調整区域の区分を行うものを「線引き都
市計画区域」、行わないものを「非線引き都市
計画区域」としています。
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　このため、一体の都市として総合的に整
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非線引都市計画区域

村上市

関川村

五泉市

田上町

加茂市
弥彦村

燕市

見附市
出雲崎町

小千谷市
川
口
町

湯沢町

津南町

妙高市糸魚川市

上越市

柏崎市

十日町市
南魚沼市

魚沼市

長岡市

阿賀町

胎内市

佐渡市

紫

聖籠

刈羽村

平成2年3月31日時点

月潟
小須戸

豊

京

豊栄新潟
横
越

亀田

黒
埼 新津白
根味方

吉

西川
潟東巻
中之口岩室 之

紫雲

新発
豊浦豊

新潟市

新発田市

笹神
阿賀野市

栄 三条市

聖籠町

月潟
小須戸

山北

朝日

村上

関川

神林

荒川

黒川
中条

新発田

加治川紫雲寺

聖籠

豊浦

鹿瀬
三川

津川

笹神
水原

京ヶ瀬

豊栄新潟
横
越

亀田

安田
黒
埼 新津白
根味方

吉
田

五泉

村松
田上

加茂

西川
潟東巻
中之口岩室

弥彦
分水

寺泊

燕
三条

下田

栄
中
之
島

見附
和島

与板出雲崎
三島

長岡 栃尾
西山

守門山
古
志

越
路

刈羽

柏崎 小国
小千谷

入広瀬

湯之谷

広神
川
口

堀
之
内 小出

大和

六日町

塩沢

湯沢

津南

中里

十日町

川西

松代

高柳

松之山

大
島

柿崎

吉川

浦川原
頚城
大潟

三和

牧
安
塚上越

清里

板倉
新井

中郷

妙高

妙高高原

名
立

能
生

糸魚川
青海

小木

羽茂

赤泊
真野

畑野

新穂

両津
金井

佐和田

相川

粟
島
浦
村

上川

山北町

朝日村

神林村

荒川町

大

粟
島
浦
村

小

紫

安

吉
田

中

島和

出

大

粟
島
浦
村

小木小

羽茂

赤泊

畑野

新穂

真野

佐和田
金井

佐和

相川

両津

山北山北町山北山北

朝朝日村朝日朝日

村上

神林神林村神林神林

関川荒川荒川町荒川荒川荒

黒川
中条

加

荒荒荒荒

加治川寺加紫雲寺

新発田

川紫

聖籠

紫

豊浦

聖

豊豊栄

笹神

新潟
横亀田

黒

西

横亀田 京横
越

水
京ヶ瀬
水原
ヶ瀬

安 三川
鹿瀬

津川

上川

村松

安田
五泉

田上

加茂

下田

黒
埼
味

潟
小

白
根味

口

根味方
月潟
口
月

味
方潟東

埼
西川
潟潟巻
中
月

中之口

三条
燕

吉
田

中

燕
吉

岩室
吉吉
田弥彦吉田田

分水

寺泊

和

寺 栄

見附

栃尾

中
之
島島

与板
和島

与
和

出雲崎出
三島

長岡

山越 守門 入広瀬山
古
志

広神

湯之谷

小出

西山

羽
越
路

刈羽

小千谷 川
口

路

小国
小 川

口
堀
之
内 小出

大和

六日町十日町

塩沢

湯沢

中里

津南

川西高柳

大
島

刈

柏崎

柿崎

吉川

島

安
塚

浦川原

大潟大

浦
頚城

牧
里

浦
三和

清里
上越

清

板倉
新井

中

名
立

中郷中

妙高

妙高高原

能
生

糸魚川
青海

小須戸須戸

新津

松代

松之山

中山間地域

中間農業地域

凡　　例

山間農業地域

対象に加える地域
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中山間地域

　農林統計で用いる農業地域類型の基準指
標で、中間農業地域あるいは山間農業地域に
分類される地域を中山間地域といいます。中
山間地域は、平野の外縁部から山間地を指す
ため山地の多い日本では、このような中山間
地域が国土面積の約 65％（県土面積の
70％以上）を占める広大な地域で、洪水防止
や水資源のかん養など重要な役割を果たし
ています。
　また、広域的な地域づくり観点から旧小出
町、旧金井町、旧新穂村を「中山間地域」の対
象に加えています。

【中山間地域】
下記のいずれかに該当する地域および区域

①特定農山村地域
②振興山村として指定された区域
③離島振興対策実施地域
④その他知事が必要と認める地域
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特別立法指定地域

国土強靭化基本計画

社会資本整備重点計画

国土形成計画
 　国土形成計画とは、国土の利用、整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な国土の将来ビ
ジョンです。国土形成計画は全国計画と広域地方計画から成り立っており、広域地方計画では新潟県
は東北圏に分類されています。全国計画については平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定され、次期計画と
して平成 27 年 8 月 14 日に新たな国土形成計画が閣議決定されました。

 　国土形成計画とは、国土の利用、整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な国土の将来ビ
ジョンです。国土形成計画は全国計画と広域地方計画から成り立っており、広域地方計画では新潟県
は東北圏に分類されています。全国計画については平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定され、次期計画と
して平成 27 年 8 月 14 日に新たな国土形成計画が閣議決定されました。

国土形成計画の枠組み国土形成計画の枠組み

根拠法　国土形成計画法
（国土総合開発法の抜本改正によって平成 17 年に成立）

全国計画全国計画

◆ 長期的な国土作りの指針（閣議決定）
◆ 地方公共団体から国への計画提案制度

広域地方計画広域地方計画広域地方計画

◆ 国と地方の協働による広域ブロックづくり
・国、地方公共団体、経済団体等で区域地方計画
  協議会を組織
・計画の策定に向けて、同協議会において各主体
  が対等な立場で連携・協力

ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土

国土づくりを支える参画と連携国土づくりを支える参画と連携

全国計画　 ～「対流促進型国土」の形成～全国計画　 ～「対流促進型国土」の形成～

安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤

 　国土強靭化基本計画とは、国土強靭化法第 10 条に基づく計画で、人命の保護、被害の最小化、迅
速な復旧復興などを目的とし、国土強靭化にかかわる他の計画等の指針となるものです。国土強靭化
計画は全国計画と地方計画から成り立っており、地方計画は都道府県ごとに策定されています。全国
計画については平成 26 年 6 月 3 日に閣議決定され、新潟県国土強靭化計画は平成 28 年 3 月 22 日
の県防災会議による審議を経て策定しています。また、全国計画については、平成 28 年熊本地震な
どの近年の災害から得られた教訓や社会情勢の変化を踏まえ、平成 30 年 12 月 14 日に閣議決定され、
計画が見直されました。

 　国土強靭化基本計画とは、国土強靭化法第 10 条に基づく計画で、人命の保護、被害の最小化、迅
速な復旧復興などを目的とし、国土強靭化にかかわる他の計画等の指針となるものです。国土強靭化
計画は全国計画と地方計画から成り立っており、地方計画は都道府県ごとに策定されています。全国
計画については平成 26 年 6 月 3 日に閣議決定され、新潟県国土強靭化計画は平成 28 年 3 月 22 日
の県防災会議による審議を経て策定しています。また、全国計画については、平成 28 年熊本地震な
どの近年の災害から得られた教訓や社会情勢の変化を踏まえ、平成 30 年 12 月 14 日に閣議決定され、
計画が見直されました。

・地域を支える担い手の育成
・共助社会づくり
・地域を支える担い手の育成
・共助社会づくり

・個性ある地方の創生
・活力ある大事都市圏の整備
・グローバルな活躍の拡大

・個性ある地方の創生
・活力ある大事都市圏の整備
・グローバルな活躍の拡大

・災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築
・国土の適切な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成
・国土基盤の維持・整備・活用

・災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築
・国土の適切な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成
・国土基盤の維持・整備・活用

　社会資本整備重点計画 ( 以下、重点計画という ) とは、社会資本整備重点計画法 ( 平成 15 年 4 月 1 日 )
に基づき、それまであった 9 本の事業分野別の各計画を一本化し、13 の社会資本整備事業を一体的
に進めるため策定されました。
　
　社会資本整備重点計画のポイント　
　■限られた財源について効率的・効果的な活用を図るため成果を指標化
　■全国一律ではない地方ブロック主体の地域づくりの推進

　この重点計画は、平成 15 年度から 19 年度を第 1 期の計画期間としており、平成 27 年 9 月 18
日に平成 28 年度から令和 2 年度の第４期の計画が閣議決定されました。新潟県は東北ブロック・北
陸ブロックの両構成員として地域づくりを進めています。

　社会資本整備重点計画 ( 以下、重点計画という ) とは、社会資本整備重点計画法 ( 平成 15 年 4 月 1 日 )
に基づき、それまであった 9 本の事業分野別の各計画を一本化し、13 の社会資本整備事業を一体的
に進めるため策定されました。
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　■限られた財源について効率的・効果的な活用を図るため成果を指標化
　■全国一律ではない地方ブロック主体の地域づくりの推進

　この重点計画は、平成 15 年度から 19 年度を第 1 期の計画期間としており、平成 27 年 9 月 18
日に平成 28 年度から令和 2 年度の第４期の計画が閣議決定されました。新潟県は東北ブロック・北
陸ブロックの両構成員として地域づくりを進めています。

・加速するインフラ老朽化
・脆弱国土
　（切迫する巨大地震、
　　激甚化する気象災害）
・人口減少に伴う地方の疲弊
・激化する国際競争

社会資本整備が直面する課題社会資本整備が直面する課題

戦略的メンテナンス戦略的メンテナンス

選択と集中の徹底選択と集中の徹底

集約・再編を含めた戦略的
インフラメンテナンス
①メンテナンスサイクルの構築に
よる老朽化インフラの安全性確保
②トータルコストを縮減・平準化
③メンテナンス産業の競争力強化

既存施設の有効活用
・既存施設の機能の最大化
・既存施設の強化・高度化
・既存施設の多機能化
　　　　　　　　　　　など

社会資本の目的・役割に
応じインフラを区分し、
優先度や時間軸を考慮した
選択と集中の徹底を図る。
＜３つのインフラ＞
①人命と財産を守る
　「安全安心インフラ」
②生活の質の向上を図る
　「生活インフラ」
③生産拡大効果を高める
　「成長インフラ」

新たな社会資本整備重点計画 機能性・生産性を高める戦略的マネジメントの構築機能性・生産性を高める戦略的マネジメントの構築

賢く使う取り組み賢く使う取り組み

社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、
以下の２つの項目に取り組む。

国土をつくる各種計画


